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韓国における市民参加基本法案
『自治体学』35-2 号（2022 年 3 月）では韓国（国立）全北大学行政学科の河東賢氏より「韓国の葛藤管理システムと

住民参加」として公共政策・公共事業における自治体・住民間の合意形成（紛争調整）にかかわる「葛藤管理（Conflict 
Management）」制度の状況や、2022 年の地方自治法改正で住民参加の権利が強化されたことが報告されました。その後、
韓国では数度の大統領の交代がありましたが、継続して行政安全部（日本の総務省と警察庁に相当）官僚・研究者・NGO リー
ダーが参加する委員会にて政府・自治体の広範な市民参加の支援と発展を謳う「市民参加基本法（案）」の審議が進められ、
2025 年 12 月に国会に上程されました。今後の日本の自治体での市民参加条例・制度の制定や改正を考えるにあたっての
ひとつの参考資料としてご紹介します。� （編集部会：長野基）

市民参加基本法案
発議年月日：2025.12.31

第 �1 条（目的）この法律は、市民参加を確保し活性化するた
めの総合的な推進体系を構築することにより、民主主義の
持続可能な発展、公共の利益増進及び社会統合の向上に寄
与することを目的とする。

第 �2 条（定義）この法律で使用する用語の意味は、次のとお
りである。

１．�「市民」とは、次の各項のいずれかに該当する者をいう。
⑴　韓国の国籍を持つ人
⑵　「地方自治法」第 16 条による住民
⑶�　「出入国管理法」第 31 条により外国人登録をした者
⑷�　｢在外同胞の出入国と法的地位に関する法律｣ 第 6 条に

より国内居所申告をした者

２．�「市民参加」とは、市民が権利及び公共の利益実現、社会
的価値増進などのために社会・経済・制度など多様な領域
で自律的に参加する行為をいい、次の各項に参加すること
を含む。

⑴�　「市民の政策参加」とは、市民が公共政策の議題設定か
ら決定、執行、評価段階までの全過程に自発的・能動的に
参加するすべての活動をいう。

⑵�　「市民熟議」とは、市民と利害関係人などが参加し、公
共政策および社会懸案についてバランスの取れた情報をも
とに自由に討論し熟考し、争点に対する理解を高めたり、
共通の認識を求めていく過程をいう。

⑶�　「公論化」とは、公共政策及び社会懸案に関する特定の
議題や争点を公共領域に提起して社会的関心と議論を促
し、市民と利害関係人の意見を収束する過程をいう。

⑷�　「民主市民教育」とは、市民が憲法的価値に基づいて日
常生活の各領域で普遍的権利と民主主義を実現するために
必要な資質と力量を含養できるようにするあらゆる形態の
教育をいう。

⑸�　「市民社会」とは、市民の権益擁護、社会的価値の実現、

公益増進などを目的に市民が自発的に活動する領域をい
う。

３．�「公益活動」とは、市民、法人又は団体が自発的に行う活
動として営利または親睦の目的ではない社会一般の利益の
ための活動をいう。

第 �3 条（基本原則）国及び自治体は、市民参加の保障及び活
性化のために、次の各号の原則に従って総合的かつ体系的
な政策を樹立・推進しなければならない。

１．�市民参加の権利と社会的価値を認め、尊重すること
２．�市民参加を制約する制度的・社会的要因を改善すること
３．�市民参加力量強化及び市民社会活性化の基盤づくりのため

の支援システムを設けること
４．�市民社会の自律性・多様性・独立性を保障すること
５．�政策の立案・施行・評価過程において市民の参加を保障し、

市民社会とのコミュニケーション・協力を強化すること
６．�地域の自律性と特殊性を尊重し、地域市民社会活性化のた

めの基盤を強化すること

第 �4 条（国及び自治体の責務）①国及び自治体は、市民参加
保障及び活性化のために必要な総合的な施策を樹立・施行
し、支援する方案を講じなければならない。

② �国及び自治体は、前項の規定を果たすためにこれに付随す
る財源を確保するなど、予算上の措置をとらなければなら
ない。

第 �5 条（市民の権利）市民は、自分の権益と社会的価値の実
現のために公共政策決定過程に参加し、自律的な市民社会
活動を遂行し、民主市民教育を受ける権利を有する。

＜中略＞

第 �7 条（市民参加の総合体系の構築）① 国及び自治体は、市
民の政策参加、市民熟議・公論化（以下「熟議公論化」と
いう。）、民主市民教育、市民社会活性化等のための総合体
系を構築しなければならない。
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② �国及び自治体は、市民参加の総合体系構築のために次の各
号事項を推進しなければならない。

１．�市民参加の保障及び活性化のための政策・制度改善
２．�市民参加の保障及び活性化のための計画の策定及び実施
３．�市民参加の保障及び活性化のための調査・研究及び統計の

構築
４．�市民参加の保障及び活性化に関する教育及び広報
５．�市民及び市民社会組織における参加力量強化のための教育

及び訓練
６．�市民参加の活動を行う市民間の相互協力及びネットワーク

構築
７．�その他市民参加の保障及び活性化のために必要な事項
③ �国及び自治体は、市民参加活性化のために市民参加領域別

支援機構を大統領令又は条例に定めるところにより設置・
運営することができる。

＜中略＞

第 �12 条（市民参加総合計画の立案等） ①第 15 条による国家
市民参加委員会は、市民参加の保証と活性化のために 5 年
ごとに市民参加に関する総合計画（以下「総合計画」という。）
を立案・施行しなければならない。

② �総合計画には、次の各号の事項が含まれなければならない。
１．�市民参加の保障及び活性化のための政策の方向及び目標に

関する事項
２．�市民参加の保障及び活性化のための規制及び法・制度改善

に関する事項
３．�関係中央行政機関間又は関係中央行政機関と自治体間の市

民参加の保障及び活性化関連政策及び業務協力に関する事
項

４．�市民参加保障及び活性化のための調査・研究・教育・広報
に関する事項

５．�総合計画の推進に必要な財源の確保に関する事項
６．�市民参加の保障及び活性化のための政府と市民間の協力体

制の構築及び強化に関する事項
７．�市民参加の保障及び活性化のための国際協力に関する事項
８．�その他市民参加の保障及び活性化のために大統領令で定め

る事項
③ �第 15 条による国家市民参加委員会は、総合計画を立案又は

変更しようとするときは、関係中央行政機関の長と協議し、
同条による国家市民参加委員会の審議を経てこれを確定す
る。ただし、大統領令で定める軽微な事項を変更しようと
する場合には、この限りでない。

④ �第 15 条による国家市民参加委員会は、総合計画が確定した
ときは、国会に報告し、主要内容を官報に告示し、関係中
央行政機関の長及び第 13 条による市・道知事に送付しなけ
ればならない。

⑤ �この法律に規定された事項のほか、総合計画の立案・変更
等に必要な事項は、大統領令で定める。

＜中略＞

第 �15 条（国家市民参加委員会の設置）①市民参加保障及び活
性化に関する政府の主要政策と計画を審議・議決し、その

推進事項を点検し、これに必要な業務を独立して遂行し支
援するために、行政安全部長官所属で国家市民参加委員会

（以下「委員会」という。）を置く。
② 委員会は、この法律施行日から 5 年間存続する。

＜中略＞

第 �25 条（地域市民参加委員会の設置等）①施行計画の立案・
施行に必要な事項を審議・議決及び執行のために市・道知
事所属で市・道市民参加委員会（以下「市・道委員会」と
いう。）を置く。

② �市長・郡長・区長（自治区の区長をいう。以下同じ）は、
当該管轄地域の市民参加に関する施策及びプログラム開発
等に関する諮問のために市長・郡長・区長所属で市・郡・
区（自治区をいう。以下同じ）市民参加委員会（以下「市・
郡・区委員会」という。）

③ �市・道知事及び市長・郡長・区長は、市民参加を保障し活
性化するために市・道及び市・郡・区に市民参加支援センター
を置くことができる。この場合、条例で定めるところにより、
市民参加領域別に支援センターを自律的に設置・運営する
ことができる。

④ �市・道知事及び市長・郡長・区長は、市民参加に関する施
策及びプログラム開発等の効率的推進のために条例で定め
るところにより、関連機関又は団体に委託することができ
る。

⑤ �第 1 項及び第 2 項による市・道委員会、市・郡・区委員会
の構成・運営に必要な事項は、市・道、市・郡・区の条例
で定める。

＜中略＞

第 �27 条（運営状況の報告及び公開）①委員会は、毎年市民参
加に関連して委員会の運営状況を大統領令で定めるところ
により公開しなければならない。

② �市・道委員会は、毎年市民参加に関連して市・道委員会の
運営状況を地方議会に報告し、これを大統領令で定めると
ころにより公開しなければならない。

第 �28 条（市民参加プラットフォーム構築）①行政安全部長官
は、中央行政機関と市・道および市・郡・区の市民参加窓
口を効率的に統合・連携する汎政府市民参加プラットフォー
ムを構築・運営できる。

② �行政安全部長官は、関係中央行政機関の長、市・道知事及
び市長・郡長・区長に市民参加プラットフォームの構築と
運営に関する必要な協力を要請することができる。この場
合、要請を受けた関係中央行政機関と市・道知事及び市長・
郡長・区長は、正当な事由がなければこれに従わなければ
ならない。

＜以下、略＞

■�この法案文の翻訳は 2025 年 12 月 31 日時点のものを河東賢・全北大
学教授の指導の下、長野基（編集部会）が行いました。なお、「市・道」
と記載されている場合の「道」は一般の道と特別自治道（済州など）、「市」
は広域自治体としての特別市（ソウル）、特別自治市（世宗）、広域市（釜
山など）を指します。


